











































































































































































































































































































































































































































































































































































































1970年 1980年 1990年 1995年 2000年
個人 68.0 58.6 50.3 49.1 42.6
公共部門 0.0 0.0 0.1 0.3 0.7
銀行 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1
保険会社 3.3 5.3 4.6 5.3 6.5
年金基金 9.2 18.5 25.1 23.2 19.0
　  （公的年金） （1.2） （3.0） （8.0） （8.0） （7.6）
　  （私的年金） （8.0） （15.5） （17.1） （15.2） （11.4）
投資信託等 4.7 2.8 6.6 12.1 18.5
その他 11.6 9.8 6.3 3.7 2.6
外国人 3.2 5.0 6.9 6.2 10.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0



























































1970年度 1980年度 1990年度 1995年度 2000年度
個人 39.9 29.2 23.1 23.6 26.3
政府・地方公共団体 0.2 0.2 0.6 0.6 0.4
事業法人等 23.1 26.0 25.2 23.6 22.3
金融機関 32.3 38.8 45.2 41.4 37.0
長・地・都銀 15.4 19.2 16.4 15.4 11.5
　 信託銀行 － － 9.8 10.1 14.3
　 投資信託 1.4 1.5 3.6 2.1 2.2
　 年金信託 － 0.4 0.9 1.8 4.3
生命保険会社 11.1 12.5 13.2 11.2 7.6
損害保険会社 4.0 4.9 4.1 3.6 2.8
その他の金融機関 1.8 2.2 1.8 1.2 0.8
証券会社 1.2 1.7 1.7 1.4 0.8
外国人（法人・個人） 3.2 4.0 4.2 9.4 13.2








































































能力 内容　 主対象者 先天か後天か 教育方法
Skill 現場で使う速効的かつ専門的な知識
就職希望者
現場担当者
主に後天的 Lecture
講義による詰め込み
Capability
大局観や鳥瞰力を持
った経営的能力
トップ経営者
ミドル経営者
起業家
主に先天的
後天的も可能
（経験での蓄積）
Case Method
疑似体験
図表6　ビジネススクール教育で修得する２つの能力
－ 31 －
注および引用文献等
（１）本稿は、2019年11月８日に中央大学後楽園
キャンパスで開催した経営史学会主催の2019年
度連続講演会第２回「時間軸から見たアメリカの
コーポレート・ガバナンス」で、筆者が報告した
内容をベースにしたものである。
　論考では、過去に行った２つの学会報告も参考に
している。１つは、2010年度組織学会研究発表
大会でのテーマセッションA「戦略論・組織論に
おける史的研究の可能性」での報告（2010年６
月５日　中央大学多摩キャンパス）である。もう
１つは、2014年度経営史学会全国大会でのパネ
ルセッション「専門職大学院における経営史教
育」での報告（2014年９月11日　文京学院大学
本郷キャンパス）である。
（２）エドガー・ハレット・カー『歴史とは何か』
清水幾太郎訳　岩波書店　1962年　P182～185。
歴史は現在と過去との対話であるという考え方
は、カーの歴史哲学における基本的精神である。
（３）アルフレッド・チャンドラーの代表３部作は、
以下の通りである。『経営戦略と組織』三菱経済
研究所訳　実業之日本社　1967年。『経営者の時
代』（上）（下）鳥羽欽一郎・小林袈裟治訳　東
洋経済新報社　1979年。『スケール・アンド・ス
コープ』安部悦生・川辺信雄・工藤章・西牟田祐
二・日高千景・山口一臣訳　有斐閣　1993年。
（４）経路依存性については、岡崎哲二『コア・テ
キスト経済史』新世社　2005年　P18～19での
解説が理解しやすい。
（５）パラダイムについては、トーマス・クーン
『科学革命の構造』みすず書房　1971年で唱えら
れた概念である。
（６）事例として取り上げたアメリカの企業統治の
論考は、拙稿「経営史に学ぶ　―経営史からみ
た企業統治」企業経営研究所『Suruga Institute 
Report』2017年１月　P22～25。
（７）個々に頁を引用しないが、アメリカおよびア
メリカ企業の歴史については、前述の『経営者の
時代』（上）（下）および『スケール・アンド・ス
コープ』に依拠した。
（８）バーリ＆ミーンズの「所有と経営の分離」に
関する学説は、経営学もしくは企業論に関連する
多くの文献に掲載されている。原書和訳文献とし
ては、A. バーリ・G. ミーンズ『近代株式会社と私
有財産』北島忠男訳　文雅堂銀行研究社　1958
年。
（９）図表４と５は、寺本義也・坂本種次『新版　
日本企業のコーポレートガバナンス』生産性出版　
2002年　P37、96。
（10）橘川武郎『日本の企業集団』有斐閣　1996
年　P150～153。
